
「第４３回外資系企業動向調査」の概要

１．調査の概要

(1) 調査の目的

外資系企業動向調査は、我が国における外資系企業の経営動向を把握することにより、今

後の産業政策及び通商政策の推進に資することを目的としています。

(2) 調査の法的根拠

本調査は、統計法第19条に基づいて経済産業省が実施した一般統計です。

(3) 調査の対象

本調査は、2009年（平成21年）3月末時点で以下の条件を満たす我が国企業を対象としま

した。

①外国投資家が株式又は持分の３分の１超を所有している企業

②外国投資家が株式又は持分の３分の１超を所有している持株会社が出資する企業で

あって、外国投資家の直接出資比率及び間接出資比率の合計が３分の１超となる企業

いずれの場合も、外国側筆頭出資者の出資比率が１０％以上であること。

(注1)持株会社とは、事業活動を営むことを目的とするのではなく、他の複数の会社の株

式を所有することによって、それらを支配することを主たる目的とし、グループ全

体の経営計画立案などに携わる会社。

(注2)直接出資比率とは、資本金又は出資金総額に占める外国投資家の株式又は持分の比

率。また、間接出資比率とは、外国投資家の持株会社への出資比率に持株会社から

の当該企業への出資比率を乗じたもの。

(4) 調査方法

本調査は、対象となる企業に調査票を配付し、調査対象企業に記入して提出いただく郵送

調査です。

(5) 調査時点

本調査は、2009年（平成21年）3月末現在、または、それ以前で最も近い決算時点におけ

る2008年度（平成20年度）及び、2008年度末（平成20年度末）の実績について、2009年（平

成21年)7月1日に調査を実施しました。

(6) 調査事項（詳細は巻末「調査票」参照）

①企業の概要等

②操業状況等

③雇用の状況

④国内事業所の種類及び数

⑤売上高、仕入高

⑥費用等の状況



⑦収益の状況

⑧研究開発費の状況

⑨設備投資額の状況

⑩資産の状況

(7) 調査結果の公表

本調査の集計結果は、主要項目をとりまとめ「第43回外資系企業動向調査概要」として公

表したほか、本書「第43回外資系企業の動向（平成21年外資系企業動向調査）」を公表しま

す。

(8) 回収状況

調査対象企業数 ４，９７２ 社

回収企業数 ３，０８４ 社

回収率 ６２．０ ％

有効回答（操業中）企業数 ２，７６３ 社

２．利用上の注意

(1) 調査結果に対する留意点

① 集計に当たっては、有効回答のみを集計しました。このため、項目によって回答企業の

数にばらつきが生じている場合があります。

② 本調査の結果を前回調査、あるいはそれ以前の調査結果と比較する場合には、前回まで

調査対象外であった企業が今回調査で対象となるなど調査対象企業数及び回収率の違い等

に留意する必要があります。

(2) 地域定義

母国籍とは、外国側出資者の所在国を指します。また、国とあるのは所在地域を含む場合

があります。

なお、本文中において、アメリカ系とはアメリカ合衆国が母国籍の場合を指し、北米系と

は、カナダを含む地域が母国籍である場合を指します。

(3) ブロック区分

北海道ブロック（北海道）

東北ブロック（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）

関東ブロック（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、

山梨県、長野県、静岡県）

中部ブロック（愛知県、岐阜県、三重県、富山県、石川県）

近畿ブロック（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、福井県、和歌山県）

中国ブロック（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）

四国ブロック（徳島県、香川県、愛媛県、高知県）

九州ブロック（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県）



(4) 業種分類

本調査の業種分類は日本標準産業分類に準拠しています。

(5) 用語、記号及び注記

① 本文中の用語は以下のとおりです。

「集計企業」 ：本調査の対象企業で回答があった企業のうち、操業中のものを指し

ます。

「世界計」 ：集計企業合計を指します。母国籍別に見たときに使用しています。

「全産業」 ：集計企業合計を指します。産業別に見たときに使用しています。

「全法人企業」 :特に断りのない限り、国内の全法人企業を指します。財務省の「法

人企業統計」を用いています。

② 表中の記号は以下のとおりです。

「x」 企業数が1又は２のため、秘匿したことを示します。

なお、この秘匿によっても「x」の箇所の数値が計算によって算出されるおそ

れのあるものについては、企業数が３以上でも秘匿した箇所があります。

「-」 該当数字なし。

「0」 単位未満

③ 単位未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。

④ 本文中の表は主要業種を掲載しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。

⑤ 本文中の前年度比、比率については、調査単位の百万円で算出しています。

(6) 比率の算式

それぞれ分母、分子の両方の項目に記入のあった企業のみで算出しています。

（第12表関係）

経常利益
総資本経常利益率＝ ×100

総資産

経常利益
売上高経常利益率＝ ×100

売上高

当期純利益
売上高当期純利益率＝ ×100

売上高

当期純利益
自己資本利益率＝ ×100

自己資本

自己資本
自己資本比率＝ ×100

総資本



(7) 問い合わせ先

この統計表についての問い合わせは、経済産業省貿易経済協力局貿易振興課あてにご連絡く

ださい。

郵便番号100-8901 東京都千代田区霞が関一丁目３番１号

電話 03-3501-1511（代表） 内線3181

03-3501-1662（直通）

E-Mail gaishi-chosa@meti.go.jp

資料掲載（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ） http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/gaisikei/index.html

(8) その他

この統計表に掲載された数値を他に転載する場合は、「外資系企業動向調査（経済産業省）」

による旨を記載してください。


